
基礎点

大項目 中項目 合計 基礎点 加点 基礎点 加点 の採点

公募要領の内容に基づき実施方法が提
案されていること。

必須 10 10 -
提案書が全体として公募要領の内容を遵
守しており、事業の目的に矛盾する内容が
ないこと。

－

本業務の基本方針及び目的を記載するこ
と。

必須 15 5 10
業務の目的を的確に理解し、妥当な基本方
針であること。

業務期間内に一定の成果を上げることが
期待でき、かつ再生可能エネルギーの導
入拡大に資するものであること。

２－１．導入しようと
する再生可能エネ
ルギーに関する情
報

本業務による検討の結果、導入することと
なる地熱発電又は洋上風力発電施設に
関して、予定している規模及び設置場所
の地図情報を具体的に記載すること。

必須 10 5 5
予定している地熱発電又は洋上風力発電
設備の導入規模が１メガワット以上であるこ
と。

予定している地熱発電又は洋上風力発電
が地域の特徴を踏まえており、現実的か
つ具体的な導入が提案されていること。

２－２．業務実施場
所に関する知見

本業務を実施する場所における、エネル
ギーの資源量、自然条件及び社会条件に
ついて、現時点で把握している情報（提案
者等がこれまでに実施した調査、調整等
の実績を含む。）を具体的に記載するこ
と。なお、国や地方自治体の予算で実施
した又はしている調査等があればその事
業名と発注者を記載すること。

任意 10 - 10 -
資源量、自然条件及び社会条件に関する
情報から、地熱発電又は洋上風力発電事
業に適した地点であること。

２－３．業務実施場
所における発電事
業の事業採算性の
見込み

現時点で得られている情報から、業務実
施場所において予定している地熱発電又
は洋上風力発電事業の事業採算性につ
いて、試算の前提条件及びそれに基づく
試算結果を記載すること。

必須 10 5 5
当該地熱発電又は洋上風力発電の導入
が、事業採算性を有する可能性があると判
断されること。

事業採算性の試算のための前提条件が
妥当であり、かつ、事業採算性が高いもの
であること。

既存の情報を踏まえて、本業務で実施す
ることとしている調査、調整、検討等の内
容を提案し、各実施事項の実施方法及び
期待される成果を具体的に記載すること。

必須 35 5 30
必要な調査、調整、検討等の内容と、それ
ぞれの実施方法及び期待される成果が記
載されていること。

提案された調査、調整、検討等の実現可
能性が高く、それらにより、再生可能エネ
ルギーの発電事業計画の策定に必要な
成果が得られ、事業実施に結びつく確実
性が高いこと。

４－１．本業務の実
施計画

提案書に係る作業事項を作業進行予定
表にまとめること。

必須 10 5 5
実施方針の内容と矛盾のない計画が立て
られているか。

計画の効果的な実行が見込めるものであ
ること。

４－２．本業務終了
後の展望

本業務終了後、業務実施場所に地熱発
電又は洋上風力発電を導入するに当た
り、更に必要となる調査、調整、手続等を
具体的に記載し、現時点で想定される発
電事業の運転開始までの具体的なスケ
ジュールを記載すること。

必須 15 5 10
発電事業の運転開始までの具体的なスケ
ジュールが記載されていること。

発電事業の運転開始までに必要な調査等
が網羅的に記載されており、事業開始が
早期かつ確実に見込めるものであること。

５－１．配置予定管
理技術者

配置予定管理技術者の能力、資格、実績
等を明示すること。

必須 15 5 10
配置予定管理技術者が、地熱発電又は洋
上風力発電導入のための調査、調整、検討
等の実績を有していること。

配置予定管理技術者が、本業務を実施す
るに当たり、より高い成果が得られると見
込まれる実務実績、資格等を有しているこ
と。

５－２．業務従事者
の配置、役割分担
等

本業務及び導入を予定する地熱発電又
風力発電事業の内容ごとに担当するチー
ムの構成、役割分担、配置予定者の氏
名、役職及び専門分野を記載すること。
また、業務実施場所の存する市町村の本
業務の実施及び事業化に向けた協力内
容及び体制（担当部署等）についても具
体的に記載すること。なお、導入を予定す
る地熱発電又は風力発電事業を実施す
る能力を有する者と連携・協力して本業務
を実施する場合は、当該能力を有する者
との連携・協力内容及び体制を具体的に
記載すること。

必須 20 10 10

①本業務の実施に当たり、当該地熱発電又
は洋上風力発電の導入予定地の存する市
町村の協力が得られており、事業化に向け
ても当該市町村の協力が得られることが確
実であること。
②提案者が本業務及び導入を予定する地
熱発電又は風力発電事業を実施する能力
を有する体制を有していること、又は当該発
電事業を実施する能力を有する者と連携・
協力して本業務を実施する体制を有してい
ること。

円滑な業務の実施に向けて、効果的・効
率的な人員配置・協力体制が構築されて
いること。

提案者における地熱発電又は洋上風力
発電事業の実績及び導入のための調
査、調整、検討等の業務実績を記載する
こと。ただし、発電事業を実施する能力を
有する者と連携・協力して本業務を実施
する場合は、当該能力を有する者の主な
発電事業の実績も記載すること。

必須 30 10 20

提案者において地熱発電又は洋上風力発
電事業の調査、調整、検討等が１件以上あ
ること。ただし、発電事業を実施する能力を
有する者と連携・協力して本業務を実施す
る場合は、提案者又は当該連携・協力する
者に当該実績が１件以上あること。

①地熱発電又は洋上風力発電事業の実
績が１件以上あり、又は②地熱発電又は
洋上風力発電導入のための調査、調整、
検討等の業務実績が２件以上ある場合
は、可４点とし、それ以上の場合は、その
件数及び内容に応じて加点する。

事業者の経営における主たる事業所（本
社等）において、ＩＳＯ１４００１、エコアク
ション２１、ＫＥＳ、エコステージ、地方公共
団体による認証制度など、環境マネジメン
ト認証取得の有無、有の場合は認証の名
称を記載し、証明書の写しを添付するこ
と。ただし、開札する時点において認証期
間中であること。

任意 5 - 5 -
事業者の経営における主たる事業所（本
社等）において、環境マネジメント認証取
得があるか。１つでもあれば加点（５点）

提案内容と提出された積算内容の整合が
取れていること。

必須 15 5 10
提案の内容と矛盾のない計画が立てられて
いるか。

効果的で効率性に優れた積算となってお
り、費用対効果が高い事業となっているこ
と。

技術点
   小計

200 70 130 加点合計

基礎点 70

総合評価点

基礎点がある項目に係る加点部分の「不可；0点」とは、基礎点の基準は満たす（基礎点は得点）が、加点部分の基準をなんら満たさない場合である。

８．予算

加点部分の採点は、配点５点の場合、技術上の基準に基づき、優；5点、良；3点、可；1点、不可；0点、の4段階評価とし、配点に応じて係数をかけて得点を算出する。

基礎点部分の採点は、技術上の基準を満たす場合に、当該基礎点全部を得点とする。

得点配分 加点の
採点

２．導入しようとする再生可能エネルギー及び業務実施場所に関する情報

３．業務実施方法及び期待さ
れる成果

７．組織の環境マネジメントシ
ステム認証取得状況

４．事業計画

平成２４年度再生可能エネルギー事業のための緊急検討委託業務に係る提案書評価基準表

要求要件

０．公募要領の遵守

５．業務実施体制

６．業務の実績

別添１

技術上の基準評価項目 評価
区分

１． 業務の基本方針と目的


